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 パートナー弁護士 羅 佳 

企業が自社やその製品、サービスを宣伝する際に、その規模や実力をより鮮明に PR し、

企業の知名度や影響力をより明確に示すために、中国地図や世界地図を使用して子会社、

支店、ネットワーク、拠点、事業プロジェクト等を表示することはよくある。しかし、企業はこの

ような広告宣伝を行う際に、中国地図を正しく使用しなければ、、罰金等の行政処分を受ける

おそれがある。 

関連企業の広告・宣伝に関する行政処分の事例を検索したところ、市場監督管理機関は、

『広告法』第 9条第 4号及び第 57条に基づき、「広告が国家の尊厳や利益を損なった」ことを

理由に、掲載の停止を命じたり、20万元以上 100万元以下の罰金を科したりすること等行政

処分を下すことが多い。また、計画と自然資源管理機関は、『地図管理条例』第 15条及び第

49条に基づき、企業により使用された地図が「審査に出すべきであるのに、しなかった」ことに

よって、また同条例第 37条及び第 55条に基づき、企業が「国家の関連規定に基づき、表示

すべきでない内容を含む地図をインターネットでアップロードした」ことによって、是正命令、警

告、10万元以下の罰金等行政処分を下すことができる。 

実務上、企業が地図問題で行政処分を受けた事例は決して珍しくない。以下は、違法行為
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 の事例を通して、よくある質問を回答する。 

Q：地図上記載漏れ、誤記問題がよくあるが、主にどのようなところに注意すべきか。 

A：上海のある金融会社は、当社公式サイトのトップページで、中国地図を用いて中国における

設立された支店の分布を示した。その地図には、中国名の釣魚島、赤尾嶼、南シナ海諸島、

帰属範囲線等の記載漏れ、中国の国土境界線の誤記、南チベット地区の国土境界線の誤

記、地図審査番号の不記載等の問題があった。国の尊厳や利益を損なうことによって、違法

広告の掲載行為に該当し、現地の市場監督機関に 20万元の罰金を科せられた。1 

実務上、記載漏れの問題は南沙諸島、釣魚島、赤尾嶼、九段線（帰属範囲線）、香港地区の

境界線、台湾地区の境界線等にかかわることが多く、また、誤記の問題は、国土境界線、帰

属範囲線、行政境界線等、南チベット地区とアクサイチン地区の国土境界線等によく見られ

る。2 

合肥市のある材料会社は、公式サイトの会社概要ページにおいて、中国地図を使用してい

た。その地図には台湾省、釣魚島、赤尾嶼、南シナ海諸島及び九段線の記載が漏れ、また、

国境線が遮られ、覆いかぶせられていたため、国の尊厳や利益を損なうことによって、違法

広告の掲載行為に該当し、現地の市場監督機関に 20万元の罰金を科せられた。3 

この処分事例では、「遮り・覆いかぶせ」もよくある問題である。 企業は、よく自らの事情やニ

ーズに応じて地図上に拠点や名称等の表示を追加する。編集の過程おいて無意識に一部

の国境線や地域を遮ったり、覆いかぶせたりする可能性があるのに、企業によって見落とさ

れやすい。 

 

Q：広告宣伝時に、完全な地図の代わり、見取り図を使えば、リスクがなくなるか。 

A：上海のある商業会社は、店舗地図（中華人民共和国の地図を含む）を宣伝用パンフレットに

掲載した。「中国の見取図が著しく変形し、且つ不完全である」ことなどの問題があったため、

国の尊厳や利益を損なうことによって、違法広告の掲載行為に該当し、現地の市場監督機

                                                   
1 沪市监浦处〔2021〕152020002127号参照 
2 自然資源部発最新『公開地図内容表記規範』には、南シナ海諸島、釣魚島及び付属島嶼、台湾省、特別行政区の表記について詳

細な規定があり、広告主が地図の作成、発行、使用時に参照できる。 
3 （合经执）市监处罚〔2022〕108号参照 
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 関に 22万元の罰金を科せられた。4 

上海のある食品会社は、自社ブランドの世界販売網（子会社）の分布を宣伝するため、公式

サイトの広告において世界地図を用いた。「中国の見取図が著しく変形し、且つ不完全であ

る」こと等の問題もあり、国の尊厳や利益を損なうことによって、違法広告の掲載行為に該当

し、現地の市場監督機関に 35万元の罰金を科せられた。5 

上海のある設備会社は、自社製品の世界各地への影響力を宣伝するため、自社の公式サ

イトにおいて、台湾（Taiwan）と中国（China）及びその他の主権国家を同じ文字サイズで併

記した見取図（簡素化・抽象化した世界地図）を掲載した。その後、国の尊厳や利益を損なう

ことによって、違法広告の掲載行為に該当し、現地の市場監督機関に 20 万の罰金を科せら

れた。6 

様々な宣伝効果を取得し、また異なるシーンに合わせるため、企業は地図を拡大・縮小し

たり、加工（例えば局所を突出させる処理等）したりすることがよくあり、これらの変更によ

って、大小・縮尺の誤差、一部内容の遮り等を引き起こしやすい。それと同時に、法律法規

の適用対象が表記が完全な地図だけではなく、いわゆる「簡易版」や「略図」等も含まれる

ため、同じく留意する必要がある。 

 

Q：地図の図面のほか、地域名称・注記等にも注意する必要があるか。 

A：企業による地図上の行政区分の表示錯誤や表記誤りもよく見られる問題である。 

上記の事例のほか、「Taiwan（台湾）を China（中国）及び/又は他の主権国家と同じ文字サ

イズで併記した」、「台湾島等の注記色が中国大陸地区の注記色に一致していない」 7 、

「TAIWAN REPUBLIC OF CHINA等、台湾省に対し誤った英語表現をしていた」8等も違法

と認定された。 

まず、これらの問題は直接地図に現れるだけでなく、地図の付随説明や注釈にも出ることが

                                                   
4
 沪监管静处字（2018）第 062018000780号参照 

5 沪监管浦处字（2019）第 152019001339号参照 

6 沪市监奉处〔2021〕262021000266号参照 

7 沪市监嘉处〔2021〕142020003782号参照 

8 沪监管松处字（2019）第 272018004356号参照 
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 ある。次に、中国語の名称だけでなく、英語の名称や略称も注意する必要があり、例えば、

「REPUBLIC OF CHINA」、「ROC」等を使ってはならない。そして、文字だけでなく、句読点

にも注意が必要であり、例えば、TAIWAN と CHINA の間には、「,」しか使えず、「、」、「——」

又は「/」等を使用してはならない。9 

その他、「香港特別行政区とマカオ特別行政区の表記方法の不一致」、「マカオ」を「マカオ特

別行政区」と表記しなかったこと等も法律違反と認定された。10「公開地図内容表記規範」に

基づき、香港特別行政区とマカオ特別行政区を地図に省級行政単位として表示するべきで

あり、画面上の注記については「香港特別行政区」と「マカオ特別行政区」のフルネームでな

ければならない。縮尺が 600 万分の 1 以下（含み）の地図にのみ、「香港」や「マカオ」という

略称で表記することができる。 

 

Q：地図を使う際に、関わる審査批准を取得する必要があるか、審査番号を記載する必要が

あるか。 

A：地図を審査に提出すべきなのに提出しなかったことや地図に審査番号を表記しなかったこと

もよく見られる問題である。 

1. 事例紹介 

実務上、「広告に使用した地図を審査に出さなかったり、地図審査番号を表記しなかった

りする」11ことも企業が見落としやすいコンプライアンス上の問題である。北京のある商社

は、上記と同様の問題を含む不完全な地図を公式サイトや店舗入り口に掲示した。当社

は地図を審査に出すべきなのに出さなかったこと、国家の関連規定に基づき地図に表示

すべきでない内容を含む地図をインターネットにアップロードしたことによって『地図管理

条例』の違反行為として、地方計画・自然資源委員会にそれぞれ 5 万元と 10 万元の罰

                                                   
9 関連表現について、『国家品質技術監督局による国際標準化活動における香港、台湾、マカオ問題の正確な処理方法に関する通

知』（《国家质量技术监督局关于正确处理在国际标准化活动中涉及香港、台湾和澳门问题的通知》）、『台湾の呼称問題に関する

通知』（《关于涉及台湾称谓问题的通知》）、貿促法[2005]041号等参照 

10 义市监处罚〔2022〕05133号参照 

11 海市监处罚〔2021〕00291号；沪市监浦处〔2021〕152020002127 号；义市监处罚〔2022〕05133 号；沪市监崇处〔2021〕

302021000059 号；海市监处罚〔2022〕00236 号；沪市监嘉处﹝2021﹞142020003782 号参照 
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 金を科せられた。
12 

また、広告主は、地図又は地図図形付き製品の適切な場所に審査番号を目立つように

表示する必要があり、さもなければ行政機関に是正を命じられ、警告その他の処罰され

るおそれがある。13 

2. 地図審査制度 

中国は地図審査制度を設けていて、すなわち、社会に公開されている地図につき、審査

権を持つ測量地理情報行政機関に提出し、その審査批准を受けなければならない。14 

一般的に、企業による販促物、公式ウェブサイト、製品パッケージ等での地図の使用はい

ずれも、『地図監査管理規定』第５条第 1 号と第 2 号に規定されている地図の「展示また

は登載」15に該当する。企業が、自然資源管理機関に提供された審査番号付き公益性地

図16、審査批准済み地図や地図図形付き製品を使い、且つ、再度使用時に地図の内容に

変更なしの場合、審査に提出する必要がない。17但し、企業は自らのニーズを満たすため、

公益性地図や過去に審査批准された地図を編集（例えば、拡大・縮小・トリミング等）する

場合、事前に自然資源機関に提出し、審査・承認を得てから公開使用するよう注意する

必要がある。 

一般的に、企業は、中国国内における支店やアジア、世界等における関連会社の分布を

示す地図を使用する場合、国務院自然資源主管機関による審査を受け18、、その審査料

は無料、審査期間が 20営業日となっている。ただ、昨年 4月 1日から 2023年 12月 31

日まで、自然資源部は一部の権限を地方に委託し、北京、吉林、黒龍江、浙江、山東、広

                                                   
12 京规自（东）罚字〔2021〕5号参照 

13 京规自(海)罚字﹝2021﹞9号参照，北京のあるテクノロジー企業は、公開した地図に審査番号を記載しなかったため、『地図管理

条例』に違反したとして、現地の計画・自然資源委員会から警告の処分を受けた。 
14 《地图管理条例》（2015年 11月 26日国务院令第 664号公布）第 15条参照 
15 『地図監査管理規定』第 5条 次の各号のいずれかに該当する場合、申請者は、本規定に基づき、審査批准権を有する自然資源

主管機関に申請を提出しなければならない：（一）地図または地図画像付き製品の出版、展示、登載、生産、輸入または輸出；（二）

審査批准を受けた地図または地図画像付き製品の再出版、展示、登載、生産、輸入または輸出、且つ、地図の内容が変更された

場合；（三）境外で地図または地図画像付き製品を出版、展示、登載する予定がある場合。 
16 http://bzdt.ch.mnr.gov.cn/参照 
17 『地図監査管理規定』第 6条 以下の地図は審査を受ける必要はない：（一）自然資源主管機関に直接提供された審査番号付きの

公益性地図；（二）観光地、ブリック、公共交通路線路等内容が簡単な地図；（三）法令により公開が明確に義務付けられている地

図、且つ、国境線、境界線、歴史的境界線、行政区域の境界線又は範囲に関わらない地図。 
18 『地図監査管理規定』第 7条 国務院自然資源主管機関は、以下の地図の審査批准を担当する：（一）全国地図；（二）2つ以上の

省、自治区、直轄市の行政区域を主な表現地とする地図；（三）香港特別行政区、マカオ特別行政区、台湾地区の地図；（四）世界

地図、海外を主な表現地とする地図；（五）歴史地図。 

 

 

http://bzdt.ch.mnr.gov.cn/
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 東、海南、四川、陝西等省級行政区内において、申請者により提出された地図に対し、現

地の省級自然資源主管機関又は測量地理情報局が審査批准することになっている。例

えば、北京の場合、北京市計画・自然資源委員会が担当することになり、現在、先にオン

ラインで情報を入力し、後に地図やその他の資料のオリジナルを郵送する方法を採用し

ている。 

3. おすすめの方法 

中国自然資源部地図技術審査センター主催の「標準地図サービス」19プラットフォームは、

各種標準地図（中国地図、世界地図等）のダウンロードサービスを提供しており、「地図製

作」セルフサービスも提供している。 

企業は、当該プラットフォームから使いたい地図をダウンロードし、及び／又はプラットフ

ォームの地図作成セルフ機能を使用して自らのニーズに応じ地図を編集することをお勧

めする。また、よくある違法地図問題の発生を最小限に抑えるため、企業が自らのニーズ

に応じ、より一般的で、多くの場面に使用可能で、頻繁に使用される地図を整理し、余裕

をもって事前に審査に提出し、審査批准番号を取得するようにお勧めする。その後、審査

批准を受けた地図の内容に微調整の必要が生じた場合、我々の経験によれば、前のバ

ージョンが既に承認されているため、精力と時間のコストを大きく節約することができる。 

 

実務上、広告宣伝の際、より商業的でデザイン性の高い地図を販促物として使用するため、

企業は通常、標準的な地図サービスシステムのセルフサービスを利用したり、専門的な測量関

係の業者に依頼したりするのではなく、専門の広告業者に依頼することになり、デザイナーもデ

ザインを中心とし若しくはデザインを優先し、また広告法や地図関連法規に対する理解や重視

度が比較的低いときがある。また、統一性を求め、利便性を考慮するために、外資企業は直接

又は間接的に海外の株主もしくは関連会社が使用している素材を使用することがよくあるが、

国が異なれば、広告資料への要件と基準は同じではない。 

                                                   
19http://bzdt.ch.mnr.gov.cn/download.html?superclassName=%25E4%25B8%25AD%25E5%259B%25BD%25E5%2585%25
A8%25E5%259B%25BE 
 
 

http://bzdt.ch.mnr.gov.cn/download.html?superclassName=%25E4%25B8%25AD%25E5%259B%25BD%25E5%2585%25A8%25E5%259B%25BE
http://bzdt.ch.mnr.gov.cn/download.html?superclassName=%25E4%25B8%25AD%25E5%259B%25BD%25E5%2585%25A8%25E5%259B%25BE
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 コロナ禍が安定し、国民経済が徐々に改善され、国際的なイメージが向上・強化される中、

2020 年以降、中国が採用した寛容監督管理、軽微な違法行為への処分免除、一般的な違法

行為への軽い罰則との法令執行方針が徐々に厳しくなり、地図問題を含む違法広告に対する

行政処分が厳しくなる可能性もある。法律違反による高額な罰金、公表された処分記録、世論

による風評被害を最小限に抑えるため、企業は、専門チームとともに、広告宣伝前に必要なコ

ンプライアンス審査・判断を行い、広告宣伝時に必要な追跡・管理を行い、広告宣伝の効果を

追求するとともにマーケティング上のコンプライアンスの問題に注意を払うことをお勧めする。 
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 一、全国人民代表大会常務委員会による「中華人民共和国民事訴訟法」の改正に

関する決定 

中国語名称：全国人民代表大会常务委员会关于修改《中华人民共和国民事诉讼法》的决定 

公布機関：全国人民代表大会常務委員会 

公布日：2023年 9月 1日 

施行日：2024年 2月 1日 

リンク：http://www.npc.gov.cn/npc/c2/c30834/202309/t20230901_431419.html 

解説： 

2023年 9月 1日、第 14期全国人民代表大会常務委員会第 5回会議で「中華人民共和国

民事訴訟法の改正に関する決定」が可決され、2024年 1月 1日から施行される。 

新「民事訴訟法」は、渉外民商事事件の手続き及び規則などについて、大幅に改正を行っ

た。その主な改正内容は以下の通りである。 

1. 渉外民事事件の管轄権規則を完備した 

 渉外事件における中国裁判所の管轄範囲を、「契約上の紛争やその他財産権益上の

紛争」から「身分関係以外の渉外民事紛争」までに拡大した。（同法 276条） 

 渉外事件の協議管轄について、当事者の意思自治がより強調されており、当事者が

書面で合意した上、すべての渉外民事紛争が中国裁判所の管轄となることができる。

（同法 277条） 

 中国裁判所の専属管轄となる渉外事件について、次のような二種類を追加規定した。

（同法 279条） 

① 中華人民共和国国内に設立された法人又はその他の組織の設立、解散、清算、

及び当該法人又はその他の組織が行った決議の効力等の紛争による訴訟 

② 中華人民共和国国内において付与された知的財産権の有効性に関する紛争によ

る訴訟 

2. 域外送達方式を調整し追加規定した 

 同法 283条 5号には、中国内に設立された外国の「独資企業」に送達する方法を増 

 

最新法律動向 

http://www.npc.gov.cn/npc/c2/c30834/202309/t20230901_431419.html
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 やした。 

 同法 283条 6号（受取人が法定代表者や主な責任者を担当している中国内に設立さ

れた法人（共同被告の場合）への送付）、7号（外国法人の法定代表者や主な責任者

（中国国内にいる場合）への送付）、10号（受取人が同意したその他の方法）に定める

送達方法を追加した。 

3. 新しい証拠収集方法を追加規定した 

 当事者は大使館や領事館に証拠収集を依頼することができる。（同法 284条 1号） 

 双方の当事者の同意を得て、インスタント・メッセンジャーを通じて証拠を収集する。

（同法 284条 2号） 

 双方の当事者が合意した別の方法で証拠を収集する。（同法 284条 3号） 

 

二、「会社法（改正草案第三回審議稿）に関する意見募集」 

中国語名称：《公司法（修订草案三次审议稿）征求意见》 

公布機関：全国人民代表大会常務委員会 

公表日：2023年 9月 1日 

意見募集の締切日：2023年 9月 30日 

リンク： http://www.npc.gov.cn/flcaw/userIndex.html?lid=ff8081818a1cb709018a49c9609

46d08 

解説：  

2023年 9月 1日、第 14期全国人民代表大会常務委員会第 5回会議で「会社法（改正草

案第三回審議稿）」（以下、「本第三回審議稿」という）が可決され、社会に向けて意見募集を始

めた。これまでの 2回の審議稿と合わせると、本第三回審議稿は 2005年に続く「会社法」の全

面改正となる。 

本第三回審議稿は計 15章、266条から成り、これまでの審議稿と比較して、今回の主な改

正内容は以下の通りである。 

http://www.npc.gov.cn/flcaw/userIndex.html?lid=ff8081818a1cb709018a49c960946d08
http://www.npc.gov.cn/flcaw/userIndex.html?lid=ff8081818a1cb709018a49c960946d08


 

 

11 / 17 

 

 1. 登録資本金の払込引受登記制度が完備され、有限責任公司の全株主が引き受けた出資

額は、会社定款に従って会社の設立日から 5年以内に全額支払うものとする。（本第三回

審議稿 47条 1項） 

2. 発起人（有限責任公司の設立時の株主）の連帯責任が明確にされ、有限責任公司の設立

時に、株主が定款で定められた出資額を満額納付しなかった場合、設立時の他の株主が

連帯責任を負うものとする。（本第三回審議稿 50条） 

3. 持分譲渡に関する通知内容を明確にした。株主が株主以外の者に持分を譲渡する場合

は、譲渡の数量、価格、支払方法及び期限等の事項を他の株主に書面で通知するものと

する。（本第三回審議稿 84条 2項） 

4. 持分譲渡による株主権利の変動時点を明確にした。持分譲渡の場合、譲受人は株主名

簿に記載された時点から会社に対して株主権利の行使を主張する。（本第三回審議稿 86

条 2項） 

5. 株式会社の株主の知る権利を完備し、閲覧権に加えて、複製権を追加規定した。株式会

社の株主は、会社の定款、株主名簿、株主会議事録、董事会決議、監事会決議、財務会

計報告等関連資料を閲覧し、複製する権利を有する。（本第三回審議稿 110条 1項） 

 

三、「企業名称登記管理規定実施弁法」 

中国語名称：《企业名称登记管理规定实施办法》 

公布機関：国家市場監督管理総局 

公布日：2023年 8月 29日 

施行日：2023年 10月 1日 

リンク：https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/fgs/art/2023/art_1e269e76abdb405ab

5253b7c78e45f6a.html 

公式解説：https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/xwxcs/art/2023/art_76eb56b169c9

429d98f1f52df241bedb.html 

解説： 

2023年 8月 29日、国家市場監督管理総局は「企業名称登記管理規定実施弁法」（国家市 

 

https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/fgs/art/2023/art_1e269e76abdb405ab5253b7c78e45f6a.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/fgs/art/2023/art_1e269e76abdb405ab5253b7c78e45f6a.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/xwxcs/art/2023/art_76eb56b169c9429d98f1f52df241bedb.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/xwxcs/art/2023/art_76eb56b169c9429d98f1f52df241bedb.html
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 場監督管理総局令第82号）（以下、「実施弁法」という）を公布した。「実施弁法」は、2020年12

月 14日に改正された「企業名称登記管理規定」（国務院令第 734号）の付属規定として、2023

年 10 月 1 日から施行される。同時に、2004 年に改正された「企業名称登記管理実施弁法」

（国家工商行政管理総局令第 10号）は廃止されることになる。 

「実施弁法」は計 7 章、55 条から成り、総則、企業名称規範、企業名称自主申告サービス、

企業名称使用と監督管理、企業名称紛争裁決、法律責任及び附則が含まれる。その主な内容

は以下の通りである。 

1. 企業名称に「中国」、「中華」、「中央」、「全国」、「国家」などの文字を使用するものについ

ては、市場監督管理総局が法律法規、関連規定に基づいて厳しく審査し、審査意見を出し

且つ国務院に承認を求めることを強調した。（「実施弁法」14条 1項） 

2. 企業名称の禁止要件を明確化した。（「実施弁法」16条） 

3. 「集団」という文字を使用する企業名称の自主申告については、次の要件を満たすものと

する。（「実施弁法」17条 1項） 

 本企業（申告の主体）は既に登録している企業法人であること 

 本企業は三つ以上の企業法人の持ち株会社であること 

4. 行政区画の表現を含まない企業名称の自主申告については、次の要件を満たすものとす

る。（「実施弁法」19条 1項） 

 本企業（申告の主体）は既に登録している企業法人であること 

 本企業は、3つ以上の省レベルの行政区域内に、当社と同じ商号で 1年以上運営し

ている会社を出資設立したこと 

5. 業界を示す表現を含まない企業名称の自主申告については、次の要件を満たすものとす

る。（「実施弁法」20条 1項） 

 本企業（申告の主体）は既に登録している企業法人であること 

 本企業の経営範囲は 5つ以上の国民経済業種に跨っていること 

 本企業は、3つ以上の当社と同じ商号で 1年以上運営している会社を出資設立し、且

つ各子会社の国民経済業種が夫々異なっていること 
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 四、市場監督管理総局による「事業者集中独占禁止コンプライアンスガイドライン」

の発行に関する通知 

中国語名称：市场监管总局关于印发《经营者集中反垄断合规指引》的通知 

公布機関：国家市場監督管理総局 

公布日：2023年 9月 5日 

施行日：同日施行 

リンク：https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/fldj/art/2023/art_b463be894b4d40d48

7d8d099a4df60f5.html 

公式解説：https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/xwxcs/art/2023/art_335cae03684d

47a29ccd3e849e464cb3.html 

解説： 

2023 年 9 月 5 日、国家市場監督管理総局は「事業者集中独占禁止コンプライアンスガイド

ライン」（以下、「ガイドライン」という）を公布した。「ガイドライン」には、事業者集中審査の主要

規定、重点コンプライアンスリスク、コンプライアンスリスク管理、コンプライアンス管理保障など

の内容が含まれている。 

「ガイドライン」は計 6 章、35 条から成り、主な法的根拠は「独占禁止法」及びそれに伴う「事

業者集中審査規定」などの規定である。「ガイドライン」は、国務院独占禁止委員会が 2020 年

9 月 11 日に公布した「事業者独占禁止コンプライアンス指針」の中における事業者集中に関連

する独占禁止コンプライアンス内容について、より詳細に規定している。 

「ガイドライン」が法的強制力を有しないため、企業は経営規模、管理パターン、集中度、コン

プライアンスシステムなど自身の状況に応じて、「ガイドライン」に基づいて事業者集中独占禁

止コンプライアンス制度を確立することができる。「ガイドライン」は、中国国内の年間売上高が

100 億元を超える事業者に対し、事業者集中独占禁止コンプライアンス制度の確立を提案して

いる。 

「ガイドライン」は、企業で事業者集中コンプライアンス担当者の設置を促している。また、注

目すべき事業者集中の種類を明確にし、申告すべきかどうか、何時申告すべきかを判断する

際の注意点など、リスク審査のポイントをまとめている。更に、コンプライアンス承諾、コンプライ

アンス報告、コンプライアンス評価、コンプライアンス相談、コンプライアンス研修、コンプライア

https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/fldj/art/2023/art_b463be894b4d40d487d8d099a4df60f5.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/fldj/art/2023/art_b463be894b4d40d487d8d099a4df60f5.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/xwxcs/art/2023/art_335cae03684d47a29ccd3e849e464cb3.html
https://www.samr.gov.cn/zw/zfxxgk/fdzdgknr/xwxcs/art/2023/art_335cae03684d47a29ccd3e849e464cb3.html
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 ンス賞罰、コンプライアンス激励など、コンプライアンス管理の実効性保障のための措置を紹介

している。 

 

五、市場監督管理総局による「インターネット公告の識別可能性に関する法執行指

針（意見募集案）」の意見募集に関する公告 

中国語名称：「中国語名称」市场监管总局关于征求《互联网广告可识别性执法指南（公开

征求意见稿）》意见的公告 

公布機関：国家市場監督管理総局 

公表日：2023年 8月 28日 

募集締切日：2023年 9月 27日 

リンク：https://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/art/2023/art_9683f89eca0f42a090edbeb110060fa

0.html 

解説： 

2023年 8月 28日、国家市場監督管理総局は「インターネット公告の識別可能性に関する法

執行指針（意見募集案）」（以下、「法執行指針」という）を公布し、社会に向けて意見募集を始め

た。 

「法執行指針」は、「広告法」及び「インターネット公告管理弁法」等の関連規定に基づいて制

定され、これまで不明瞭だったインターネット広告の「識別可能性」の基準をさらに明確にした。

その主な内容は以下の通りである。 

1. 「インターネット公告の識別可能性」とは、インターネット媒体を利用した商業広告が、消費

者にそれが広告であることを認識させ、他の非広告情報と区別し、誤解を生じさせないこと

である。（「法執行指針」2条） 

2. 表示方式に対する要求がより厳しくなり、文字で表記する場合、必ず「広告」という文字を

明示しなければならず、「賛助」、「プロモーション」、「推薦」、「AD」等の文字で代替しては

ならない。（「法執行指針」4条） 

3. 「広告」を顕著に表記する必要のあるケースを追加規定した。（「法執行指針」5条） 

 競争入札の商品やサービスの場合 

 

https://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/art/2023/art_9683f89eca0f42a090edbeb110060fa0.html
https://www.samr.gov.cn/hd/zjdc/art/2023/art_9683f89eca0f42a090edbeb110060fa0.html
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  知識の紹介、体験の共有、消費評価などの形で商品やサービスを売り込み、且つリン 

クをつける方法でネット広告を公布する場合 

4. 「広告」を表記する必要のないケースを追加規定した。（「法執行指針」6条、7条、8条） 

 「広告エリア」内に広告を掲載する場合 

 自分の webサイト、webページ、公式アカウント、アプリなどで広告を掲載する場合 

 ライブマーケティングにおける広告の場合 

5. インターネット広告の発行者が初めてインターネット広告の識別可能性に関する規定に違

反した場合、その危害結果が軽微であり、かつ発行者が適時に訂正を行った場合、法律

により行政処罰の対象とならないことがある。（「法執行指針」14条 2項） 
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お問い合わせ 

天達共和法律事務所 

http://jp.east-concord.com/ 

E-mail : jp@east-concord.com   

住所: 北京市朝陽区東三環北路 8号 

亮馬河大廈１座 20階 

Tel: (86-10) 6590 6639 

Fax: (86-10) 6510 7030 

郵便番号: 100004 
 

住所: 上海市虹口区東大名路 501号 

上海白玉蘭広場 11階 

Tel: (86-21) 5191 7900 

Fax: (86-21) 5191 7909 

郵便番号: 200080 

住所: 深セン市福田区金田路 3088号 

中洲大廈２２階 

Tel: (86-755) 2633 8900 

Fax: (86-755) 2633 8939 

郵便番号: 518048 

住所: 湖北省武漢市洪山区徐東大街 191号 

金禾センター29階 

Tel: (86-27) 8730 6528 

Fax: (86-27) 8730 6527 

郵便番号: 430074 

住所: 江蘇省南京市建鄴区江東中路 347

号国金センターオフィスビル一期 36階 

Tel: (86-25）8317 8000 

Fax: (86-25）8317 8111 

郵便番号:210019 

住所: 浙江省杭州市銭江新城劇院路 

358-369号宏程国際大厦 29階 

Tel: (86-571) 8501 7000 

Fax: (86-571) 8501 7085 

郵便番号: 310020 

住所: 成都市高新区天府二街 99 号 

天府金融大廈 A座 15階 

Tel: (86-28) 6010 8998 

Fax: (86-28) 6010 9008 

郵便番号: 610094 

住所: 西安市高新区丈八二路 11 号

永威時代中心 27階 

Tel: （86-29）8572 7895 

Fax: (86-29) 8575 3463   

郵便番号: 710065 

住所:北京市東城区東直門南大街 1号 

ラッフルズシティー北京 オフィスビル 17階 

Tel: (86-10) 6590 6639 

Fax: (86-10) 6510 7030 

郵便番号: 100007 

 

住所: 広州市天河区珠江新城冼村路 5号

凱華国際中心 39階 

Tel: (86-20) 3885 7515 

郵便番号: 510623 
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本ニュースレターに関してご意見、ご質問等ございましたら、日本語でお気軽に下記のとおり

ご連絡ください。 

張 青 華 弁護士 勤務地：北京 E-mail: qinghua_zhang@east-concord.com 

張 和 伏 弁護士 勤務地：北京 E-mail: zhanghefu@east-concord.com 

韓 晏 元 弁護士 勤務地：北京 E-mail: hanyanyuan@east-concord.com 

陳 宏 弁護士 勤務地：北京 E-mail: chenhong@east-concord.com 

管  氷 弁護士 勤務地：北京 E-mail: guanbing@east-concord.com 

張 嵩 
弁護士

弁理士 勤務地：北京 E-mail: song_zhang@east-concord.com 

薛 侖 
弁護士

弁理士 勤務地：北京 E-mail: xuelun@east-concord.com 

葉 鵬 弁護士 勤務地：北京 E-mail: yepeng@east-concord.com 

羅 佳 弁護士 勤務地：北京 E-mail: luojia@east-concord.com 

汪 娜 弁護士 勤務地：北京 E-mail: wangna@east-concord.com 

範 立 群 弁護士 勤務地：上海 E-mail: fanliqun@east-concord.com 

朱 向 鳴 弁護士 勤務地：上海 E-mail: zhuxiangming@east-concord.com 

※本ニュースレターは、信頼できると思われる情報に基づき情報提供のみを目的として、クラ

イアント様へ無償で配布しております。 

※本ニュースレターは、弊所の正式な法律意見書ではないため、これにより生じた損害につ

いては責任を負いかねますので、あらかじめご了承願います。具体的なケースについて、アド

バイスを必要とされる場合には、その都度、弁護士にご相談くださいますよう宜しくお願い申し

上げます。 

※本ニュースレターの著作権は、北京天達共和律師事務所（East & Concord Partners）に

帰属し、著作権法により認められる例外を除き、無断複製、編集等を禁じます。社内メーリング

リスト及び関連部門、関連会社等への転送はご自由にしていただいて構いません。 
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